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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年

９月30日まで)および第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 53,004 57,751

受取手形及び売掛金 13,970 12,955

商品及び製品 1,182 1,053

仕掛品 734 1,222

原材料及び貯蔵品 538 624

ゲームソフト仕掛品 16,926 22,188

その他 4,518 2,479

貸倒引当金 △58 △55

流動資産合計 90,817 98,219

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,845 10,587

その他（純額） 9,513 10,274

有形固定資産合計 20,359 20,861

無形固定資産 432 395

投資その他の資産

その他 11,830 11,932

貸倒引当金 △32 △32

投資その他の資産合計 11,798 11,900

固定資産合計 32,590 33,157

資産合計 123,407 131,377

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,988 2,025

電子記録債務 1,153 688

1年内返済予定の長期借入金 1,579 1,429

未払法人税等 4,251 4,760

賞与引当金 3,089 1,653

その他 9,149 13,819

流動負債合計 23,212 24,377

固定負債

長期借入金 6,735 6,021

退職給付に係る負債 3,004 3,124

その他 1,705 2,123

固定負債合計 11,445 11,269

負債合計 34,658 35,646
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 33,239 33,239

資本剰余金 21,328 21,329

利益剰余金 62,595 70,307

自己株式 △27,456 △27,456

株主資本合計 89,708 97,418

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 26 13

為替換算調整勘定 △713 △1,445

退職給付に係る調整累計額 △271 △256

その他の包括利益累計額合計 △958 △1,688

純資産合計 88,749 95,730

負債純資産合計 123,407 131,377
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

売上高 43,327 37,272

売上原価 24,657 14,752

売上総利益 18,669 22,520

販売費及び一般管理費 ※ 8,161 ※ 8,527

営業利益 10,508 13,992

営業外収益

受取利息 51 129

受取配当金 8 8

為替差益 565 －

その他 57 59

営業外収益合計 682 198

営業外費用

支払利息 41 36

支払手数料 34 34

割増退職金 634 －

事務所移転費用 165 －

為替差損 － 63

その他 17 53

営業外費用合計 892 188

経常利益 10,297 14,002

特別損失

固定資産除売却損 19 10

減損損失 398 －

特別損失合計 418 10

税金等調整前四半期純利益 9,879 13,991

法人税、住民税及び事業税 1,440 4,361

法人税等調整額 1,589 △215

法人税等合計 3,030 4,145

四半期純利益 6,849 9,846

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,849 9,846
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

四半期純利益 6,849 9,846

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △15 △13

為替換算調整勘定 1,115 △731

退職給付に係る調整額 12 15

その他の包括利益合計 1,112 △729

四半期包括利益 7,962 9,116

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 7,962 9,116

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,879 13,991

減価償却費 1,661 1,248

減損損失 398 -

貸倒引当金の増減額（△は減少） △20 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） △11 93

受取利息及び受取配当金 △59 △138

支払利息 41 36

為替差損益（△は益） △277 158

固定資産除売却損益（△は益） 19 10

売上債権の増減額（△は増加） 4,046 866

たな卸資産の増減額（△は増加） △51 △454

ゲームソフト仕掛品の増減額（△は増加） △453 △5,263

仕入債務の増減額（△は減少） △187 △2,374

その他 △5,182 5,348

小計 9,800 13,520

利息及び配当金の受取額 60 115

利息の支払額 △42 △38

法人税等の支払額 △3,493 △3,458

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,325 10,138

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,079 △1,287

有形固定資産の売却による収入 0 0

無形固定資産の取得による支出 △46 △37

その他 35 △26

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,089 △1,350

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △736 △864

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △1,917 △2,134

その他 △211 △18

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,867 △3,017

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,055 △1,023

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,423 4,746

現金及び現金同等物の期首残高 46,539 53,004

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 49,963 ※ 57,751
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間において、CAPCOM ENTERTAINMENT KOREA CO.,LTD.は、清算により消滅したため、連結

の範囲から除外しております。

(会計方針の変更)

当社グループのIFRS適用子会社は、第１四半期連結会計期間の期首からIFRS第16号「リース」を適用しておりま

す。

これに伴い、借手のリース取引については、原則すべてのリースについて使用権資産およびリース負債を認識す

るとともに、使用権資産の減価償却費とリース負債に係る支払利息を計上しております。

IFRS第16号「リース」の適用にあたっては、経過措置に従っており、過去にオペレーティング・リースに分類し

ていたリースについては、第１四半期連結会計期間の期首に使用権資産とリース負債を認識しております。

この結果、当第２四半期連結会計期間末における連結貸借対照表は、使用権資産（有形固定資産のその他）が

330百万円、リース債務（流動および固定負債のその他）が321百万円それぞれ増加しております。

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

連結子会社の税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

広告宣伝費 1,399百万円 1,449百万円

役員報酬及び給料手当 2,276百万円 2,334百万円

賞与引当金繰入額 256百万円 271百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

現金及び預金勘定 49,963百万円 57,751百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

―百万円 ―百万円

現金及び現金同等物 49,963百万円 57,751百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年６月11日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,916 35 2018年３月31日 2018年６月12日

(注) 2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、１株当たり配当額は当該

株式分割前の金額を記載しております。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年10月29日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,642 15 2018年９月30日 2018年11月13日

　

当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年６月17日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,135 20 2019年３月31日 2019年６月18日

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年10月29日
取締役会

普通株式 利益剰余金 2,135 20 2019年９月30日 2019年11月14日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

デジタル
コンテンツ

アミューズ
メント施設

アミューズ
メント機器

計

売上高

外部顧客への売上高 34,195 5,504 2,224 41,923 1,403 43,327 ― 43,327

セグメント間の内部
売上高または振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 34,195 5,504 2,224 41,923 1,403 43,327 ― 43,327

セグメント損益 11,751 734 △625 11,860 685 12,546 △2,037 10,508

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、キャラクターコンテンツ事業等を

含んでおります。

２．セグメント損益の調整額△2,037百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△2,037百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「デジタルコンテンツ」セグメントにおいて、処分を予定している事業資産について帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当該減損損失計上額は398百万

円であります。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

デジタル
コンテンツ

アミューズ
メント施設

アミューズ
メント機器

計

売上高

外部顧客への売上高 29,163 6,233 241 35,638 1,633 37,272 － 37,272

セグメント間の内部
売上高または振替高

－ － － － － － － －

計 29,163 6,233 241 35,638 1,633 37,272 － 37,272

セグメント損益 14,503 915 67 15,486 733 16,220 △2,227 13,992

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、キャラクターコンテンツ事業等を

含んでおります。

２．セグメント損益の調整額△2,227百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△2,227百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

１株当たり四半期純利益 62円56銭 92円23銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 6,849 9,846

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

6,849 9,846

普通株式の期中平均株式数(千株) 109,488 106,751

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

(1) 2019年10月29日開催の取締役会において、定款の規定に基づき2019年９月30日の最終の株主名簿に記載または記

録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 2,135百万円

② １株当たりの金額 20円00銭

③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日 2019年11月14日

　

(2) 競争法当局の調査等について

当社およびその子会社であるCE EUROPE LTD.、CAPCOM U.S.A.,INC.（以下、カプコングループ）は2019年４月５

日に、欧州委員会より、欧州におけるPCゲームの販売に関して欧州競争法違反の嫌疑に関するStatement of

Objections（※異議告知書）を受領いたしました。

カプコングループは、本異議告知書の内容を精査した上で、適切に対応する所存です。

※「異議告知書」とは、欧州競争法違反の疑いに関する欧州委員会の暫定的な見解を示した文書です。「異議告

知書」は調査中の文書であり、欧州委員会の最終的な決定ではありません。本文書の受領者は、反論等を含

め、意見を述べることが認められております。また、欧州委員会の最終決定については、欧州裁判所へ上訴

することが可能です。
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